
  

   三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱 

  

（目的） 

第１条 この告示は、三豊市補助金等の交付手続等に関する規則（平成18年三豊市規則第

52号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、三豊市（以下「市」という。）の区

域内で活動する市民活動団体が実施する市民生活の向上や地域の振興に貢献すると認め

られる公益的活動に対し、予算の範囲内において三豊市地域コミュニティ活動支援事業

補助金(以下「補助金」という)を交付し、市の多彩な市民力や地域資源を生かした協働

のまちづくりを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ( 1 )  市民活動団体 市の区域内の一定の区域で活動する団体、特定非営利活動促進法

（平成10年法律第7号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人、ボランティア団

体その他の団体で公益的活動を継続的に行うものをいう。 

 ( 2 )  公益的活動 市民活動団体が自主的かつ自発的に行う地域社会の利益の増進に寄

与することを目的とする活動をいう。 

 （事業の構成） 

第３条 この告示における地域コミュニティ活動の支援事業の種類は、次のとおりとする。 

(1 )  行政提案型事業 

(2 )  団体提案型事業 

（補助対象活動） 

第４条 補助金の対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）は、次の各号に掲げる

事業の区分に応じ、当該各号に定める活動とする。 

( 1 )  行政提案型事業 地域課題を解決するために市が提案した項目について、市民活

動団体が実施する公益的活動 

( 2 )  団体提案型事業 市民活動団体自らが考えた地域の課題を解決するために取り組

む活動又は新たな地域の価値の創造等地域社会に貢献することを目的として行う公

益的活動 

 （補助対象団体） 

第５条 補助金の対象となる市民活動団体は、自主的かつ主体的に補助対象活動を行う市

民活動団体で、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(1) 地域住民や関係者が主体的に参加していること。 



(2) おおむね５人以上の構成員で組織されていること。 

(3) 営利、政治活動又は宗教活動を目的とした団体でないこと。 

(4) 組織の運営に関する規約、会則、定款その他の定めがあること。 

(5) 予算及び決算を適正に行っていること。 

(6) 市の区域内で地域課題解決事業を実施し、又は実施する予定であること。 

(7) 法人の場合にあっては市税の滞納が、法人以外の団体の場合にあっては代表者に

市税の滞納がないこと。 

(8) 継続的な補助対象活動が見込めること。 

(9) 地方公共団体等からの運営補助金等を受けていない団体であること。 

(補助対象事業) 

第６条 補助対象となる事業は、受益者が特定されることなく、不特定多数の者が参加で

きるもので、移住・子育て支援、高齢者生活支援、環境美化その他コミュニティ活動と

する。 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付対象経費は、第４条の規定による事業の実施に要する経費とする。

ただし、次に掲げる経費は、補助金の対象経費としない。 

(1 )  市 民 活 動 団 体 の 恒 常 的 な 活 動 を 維 持 す る 経 費  

(2 )  市 民 活 動 団 体 の 構 成 員 に よ る 会 合 の 飲 食 費  

(3 )  市 民 活 動 団 体 の 構 成 員 に 対 す る 人 件 費  

(4 )  そ の 他 補 助 対 象 経 費 と す る こ と が 適 当 で な い と 認 め ら れ る も の  

（補助金の額等） 

第８条 補助金の額は、第７条に掲げる補助対象経費の上限額を３０万円とし、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

( 1 )  行政提案型事業 法人の場合にあっては次のイ及びロを合計した額と、法人以外

の団体の場合にあっては次のイのみの額とする。 

イ 補助対象経費の１０分の１０以内の額（同一年度内において１回限りとする。） 

ロ 対象経費の５５％以内の額 

( 2 )  団体提案型事業 １事業当たり最大３回（３年）までで、第１回目（１年目）に

あっては補助対象経費の１０分の１０以内とし、第２回目（２年目）にあっては補助

対象経費の１０分の８以内、第３回目（３年目）にあっては補助対象経費の１０分の

５以内とする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額と

する。 

（補助対象事業の認定申請） 



第９条 補助対象事業の認定（以下「事業認定」という。）を受けようとする団体（以下「申

請団体」という。）は、市長が別に定める期日までに三豊市地域コミュニティ活動支援事

業認定申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

(1 )  活動計画書（様式第２号） 

(2 )  収支予算書（様式第３号） 

(3 )  団体概要書（様式第４号） 

(4 )  団体の定款、規約、会則等 

(5 )  団体の構成員名簿又は役員名簿 

(6 )  その他市長が必要と認める書類 

（事業認定の決定） 

第１０条 市長は、前条の規定により事業認定に係る申請があったときは、当該申請の内

容を審査し、事業認定の適否を決定し、三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定(不認

定)通知書(様式第５号)により申請団体に通知するものとする。 

（認定事業の内容変更） 

第１１条 前条の規定により事業認定を受けた申請団体(以下「認定団体」という。)は、

当該事業認定を受けた補助対象事業の内容を変更しようとするときは、三豊市地域コミ

ュニティ活動支援事業認定内容変更承認申請書(様式第６号)に必要書類を添えて、市長

に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる重要な変更以外の軽

微な変更については、この限りでない。 

(1 )  補助対象経費の額の１０分の２以上の減額又は増額を伴う変更 

(2 )  補助事業の内容の重大な変更 

２ 市長は、前項の規定により認定事業の変更申請があったときは、その承認又は不承認

を決定し、三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定内容変更承認（不承認）通知書（様

式第７号）により認定団体に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第１２条 補助金の交付を受けようとする認定団体は、補助対象活動に着手する前に三豊

市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付申請書（様式第８号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

(補助金の交付決定) 

第１３条 市長は、前条の規定により申請があった場合で、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の交付を決定し、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付

決定通知書(様式第９号)により、申請団体に通知するものとする。 

（補助事業内容の変更） 



第１４条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた認定団体が、補助事業内容を変更

しようとするときは、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金変更承認申請書（様

式第１０号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。ただし、第１１条第１項

ただし書の重要な変更以外の軽微な変更は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定により補助事業内容の変更申請があったときは、その承認又は不

承認を決定し、三豊市地域コミュニティ活動支援事業内容変更承認（不承認）通知書(様

式第１１号)により、通知するものとする。 

（実績報告） 

第１５条 認定団体は、事業が完了したときは、当該事業完了の日から３０日以内又は事

業が完了した日の属する年度の３月３１日までのいずれか早い日までに、三豊市地域コ

ミュニティ活動支援事業補助金実績報告書（様式第１２号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

(1 )  活動報告書（様式第１３号） 

(2 )  収支決算書（様式第１４号） 

(3 )  補助金に係る帳簿、領収書等 

(4 )  その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１６条 市長は、前条の規定により実績報告を受けた場合で、これを審査し、事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付

すべき補助金の額を確定し、速やかに三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金額確

定通知書(様式第１５号)により、申請団体に通知するものとする。 

(補助金の交付請求) 

第１７条 認定団体は、前条の規定により補助金の額の確定通知があったときは、三豊市

地域コミュニティ活動支援事業補助金請求書(様式第１６号)を市長に提出しなければな

らない。 

(補助金の交付) 

第１８条 市長は、前条の規定により補助金の請求があったときは、速やかに補助金を交

付するものとする。ただし、市長が必要と認めるときは、概算払をすることができる。 

２ 認定団体は、前項ただし書の規定により、補助金の概算払の請求をしようとするとき

は、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金概算払請求書(様式第１７号)を市長に

提出しなければならない。 

(補助金の交付決定の取消し) 

第１９条 市長は、申請団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 



 ( 1 )  補助事業を取りやめたとき。 

 ( 2 )  補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 ( 3 )  第 １ １ 条 又 は 第 １ ４ 条 の規定による市長の承認を得ずに補助事業の内容を変

更したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、三豊市地域コミュ

ニティ活動支援事業補助金交付決定取消通知書(様式第１８号)により、認定団体に通知

するものとする。 

(補助金の返還) 

第２０条 市長は、前条第1項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、補助金の全部又は一部の返還を命

ずるものとする。 

(関係書類の整備等) 

第２１条 認定団体は、補助事業の実施状況、経費の収支に関する帳簿その他関係書類(市

長が別に指示する書類含む。以下同じ。)を整備し、当該認定事業の完了した日の属する

年度の翌年度から起算して５年間これを保管しなければならない。 

(報告、検査等) 

第２２条 市長は、必要があると認めるときは、認定団体に対し補助事業の進捗状況等に

ついて質問をし、若しくは報告を求め、又は前条の帳簿その他関係書類について検査す

ることができる。 

（財産処分の制限） 

第２３条 認定団体は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、取得価

格又は効用の増加価格が単価５０万円以上のもの(以下「取得財産等」という。)につい

ては、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省令第

15号)別表に定める耐用年数を経過した取得財産等の処分については、この限りでない。 

２ 認定団体は、前項ただし書の耐用年数が経過するまでに取得財産等を処分しようとす

るときは、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金財産処分承認申請書(様式第１

９号)を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （その他） 

第２４条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和８年４月１日から施行する。 



 （準備行為） 

２ 第９条の規定による事業認定に係る申請は、この告示の施行前においても行うことが

できる。 

 (令和８年度における補助金の交付決定の額の特例) 

３ 市長は、第１３条の規定により補助金の交付決定の額を決定した日後において、予算

の範囲内で事業認定における補助金の額を上限に補助金の交付決定の額を変更すること

ができる。 

４ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の額を変更したときは、その旨を認定団

体に通知するものとする。 



様式第１号（第９条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）三豊市長        

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定申請書 

 

  三豊市地域コミュニティ活動支援事業として認定を受けたいので、三豊市地域コミュ

ニティ活動支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業名                                 

２ 総事業費                              円 

（うち補助対象活動費                        円）…① 

３ 事業区分              □行政提案型  ・  □団体提案型 

４ 運営経費（行政提案型かつ法人のみ)       円①×0.55＝     円…② 

５ 補助金額（①＋②）                         円 

 

 （添付書類）  

  ・活動計画書（様式第２号） 

  ・収支予算書（様式第３号） 

  ・団体概要書（様式第４号） 

  ・団体の定款、規約、会則等 

  ・団体の構成員名簿又は役員名簿 

  ・その他市長が必要と認める書類 

 

<同意書> 

この申請の審査に当たり、市職員が補助対象団体であることを確認するため、市税等の

納税状況を確認することに同意します。 

（署名又は記名押印）                



様式第２号（第９条関係） 

活動計画書 

事業名  

実施場所  

事業区分 □  行政提案型    ・    □ 団体提案型 

活動期間  

受益者数 人 役務提供者数 人 

過去３年の実績額  円  円  円 

活動目的 

（前年 度からの継 続事 業 の場合は、前 年度の成 果を踏まえた内容も記 載 すること。）  

 

 

 

 

活動概要 

（ 前 年 度 からの継 続 事 業 の場 合 は、前 年 度 の課 題 をどう反 映 するかについても記 載 するこ

と。）  

 

 

 

 

活動効果 

（前年 度からの継 続事 業 の場合は、前 年度で得られた効果を含めて記載 すること。）  

 

 

 

 

 



様式第３号（第９条関係） 

収支予算書 

１ 収入の部                             （単位：円） 

区分 予算額 積算根拠 

市補助金   

自主財源   

その他   

計   

 

２ 支出の部                             （単位：円） 

区分 予算額 積算根拠 

補

助

対

象

経

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計(A)   

補

助

対

象

外

経

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計(B)   

合計(A+B)   

 



様式第４号（第９条関係） 

団体概要書 

 

団体名 

（ふりがな） 

 

所在地 
〒 

 

代表者の職・氏名 

（ふりがな） 

 

設立年月 年   月 法人格の有無 有 ・ 無 

会員数（構成員数）           人 （うち市民   人） 

主な活動地域  

団体の目的  

団体設立の経緯及び 

主な活動実績 
 

※ 団体の活動が確認できる資料を添付してください。 

【申請に関する連絡・問合せ先】 

担
当
者
連
絡
先 

氏 名 

（ふりがな） 

 

送付先 
〒 

 

電 話 （   ）  －   【 自宅・事務所・その他（     ） 】 

ＦＡＸ （   ）  －   【 自宅・事務所・その他（     ） 】 

e-mail  



様式第５号（第１０条関係） 

第     号 

年  月  日 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定(不認定)通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった三豊市地域コミュニティ活動支援事業について、下記

のとおり認定(不認定)することに決定したので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要

綱第１０条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 事業区分及び事業名 

事業区分 事業名 

  

 

２ 不認定の理由 

 

 

 



様式第６号（第１１条関係） 

 

年  月  日 

 

（宛先）三豊市長        

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定内容変更承認申請書 

 

     年  月  日付け  第  号で認定を受けた三豊市地域活動支援事業の内容を変更し

たいので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、関係

書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業名(事業区分)                       

 

 

 

２ 変更理由   

 

 

 

３ 添付書類 

 (1) 変更後の活動計画書及び収支予算書 

  ※ 様式第２号から第４号までを添付し、変更内容が確認できるよう、変更部分を２段書きとし、

変更後を上段に括弧書きで記載すること。 

 (2) その他市長が必要と認めるもの 

 



様式第７号（第１１条関係） 

第     号 

年  月  日 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業認定内容変更承認（不承認）通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった三豊市地域コミュニティ活動支援事業の認定内容の変

更について、下記のとおり承認（不承認）することに決定したので、三豊市地域コミュニティ活動支

援事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 事業区分及び事業名 

事業区分 事業名 

  

 

２ 不承認の理由 

 

 

 



様式第８号（第１２条関係） 

 

年  月  日 

 

（宛先）三豊市長        

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付申請書 

 

    年度において、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金の交付を受けたいので、三豊市

地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

  １ 事業名                                 

  ２ 総事業費                              円 

   （うち補助対象活動費                         円）…① 

  ３ 事業区分              □行政提案型  ・  □団体提案型 

  ４ 運営経費（行政提案型かつ法人のみ)       円①×0.55＝     円…② 

  ５ 補助金額（①＋②）                         円 

 

 

 

 



様式第９号（第１３条関係） 

第     号 

年  月  日 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金について、

下記のとおり交付することに決定しましたので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要

綱第１３条の規定により通知します。 

 

記 
 

１ 事業区分及び事業名 

事業区分 事業名 

  

 

２ 交付決定額                      円 

 

３ 交付条件 

(1) 補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとするとき

は、市長の承認を得ること。 

(2) 補助事業の遂行の状況に関し市長が報告を求めたときは、速やかにこれを報告すること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やか

に市長に報告してその指示を受けること。 

(4) 補助事業を完了したときは、速やかに実績報告書に関係書類を添えて市長に提出すること。 

(5) 次の各号のいずれかに該当したときは、交付決定を取り消されることがあること。 

ア 補助事業を取りやめたとき。 

イ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

ウ 第１１条の規定により市長の承認を得ずに補助事業の内容を変更したとき。 

(6) 交付決定を取り消された場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付され

ているときは、補助金の全部又は一部を返還すること。 

 



様式第１０号（第１４条関係） 

年  月  日 

（宛先）三豊市長           

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業内容変更承認申請書 

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた三豊市地域コミュニティ活動支援事

業の内容を変更したいので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１４条第１項の

規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業名(事業区分)                       

 

２ 変更理由   

 

３ 変更後の交付申請額等 

(1) 既交付決定額                    円 

(2) 事業費     （変更後）             円 

          （変更前）             円 

(3) 補助対象経費  （変更後）             円 

          （変更前）             円 

(4) 変更交付申請額                   円 

 

４ 添付書類 

 (1) 変更後の活動計画書等 

  ※ 様式第２号から第４号まで添付し、変更内容が確認できるよう変更部分を２段書きとし、変

更後を上段に括弧書きで記載すること。 

 (2) その他市長が必要と認めるもの 

 



様式第１１号（第１４条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業内容変更承認（不承認）通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった三豊市地域コミュニティ活動支援事業内容の変更につ

いて、下記のとおり承認（不承認）することに決定したので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業

補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 事業区分及び事業名 

事業区分 事業名 

  

 

２ 交付決定額   （変更後）             円 

          （変更前）             円 

 

３ 不承認の理由                       

 



様式第１２号（第１５条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）三豊市長           

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた補助事業が下記のとおり完了したの

で、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１５条の規定により、関係書類を添えて

報告します。 

 

記 
 

１ 事業名(事業区分)                        

 

２ 添付書類 

(1) 活動報告書（様式第１３号） 

(2) 収支決算書（様式第１４号） 

(3) 補助対象経費の支払が確認できる書類の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

 



様式第１３号（第１５条関係） 
活動報告書 

 

事業名  

実施場所  

事業区分 □行政提案型  ・  □団体提案型 

活動期間  

受益者数 人 役務提供者数 人 

活動概要 

 

 

 

 

 

活動実績 

 

 

 

 

 

 

活動効果 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１４号（第１５条関係） 

収支決算書 

 

１ 収入の部                                （単位：円） 

区分 
予算額 

（Ａ） 

決算額 

（Ｂ） 

差引 

（Ｂ）－（Ａ） 
備考 

市補助金     

自主財源     

その他     

計     

 

２ 支出の部                                （単位：円） 

区分 
予算額 

（Ｃ） 
決算額 
（Ｄ） 

差引 
（Ｄ）－（Ｃ） 

備考 

補
助
対
象
経
費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計(Ｅ)     

補
助
対
象
外
経
費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計(Ｆ)     

合計(Ｇ)     

 



様式第１５号（第１６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金額確定通知書 

 

     年  月  日付けで実績報告のあった三豊市地域活動支援事業補助金について、その額

を確定したので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１６条の規定により通知し

ます。 

 

記 

 

１ 事業区分及び事業名 

事業区分 事業名 

  

 

２ 補助金の額                      円 

 

 



様式第１６号（第１７条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）三豊市長        

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名                ○印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金請求書 

 

     年  月  日付け  第  号で額の確定通知のあった三豊市地域コミュニティ活動支

援事業補助金について、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１７条の規定により、

下記のとおり補助金を請求します。 

 

記 
 

１ 事業名(事業区分)    

 

２ 交付請求額                      円 

 

３ 振込先口座 
 

金融機関名 

銀行 

金庫 

農協 

支店名等 

本店 

支店 

出張所 

預金種別 １普通  ２当座 口座番号        

フリガナ 

口座名義 

                

 

 

 



様式第１７号（第１８条関係） 

年  月  日 

（宛先）三豊市長           

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名                ○印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金概算払請求書 

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定のあった三豊市地域コミュニティ活動支援事

業補助金について、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付要綱第１８条第２項の規定によ

り、下記のとおり補助金の概算払による交付を請求します。 

 

記 

 

１ 事業名(事業区分)    

 

２ 交付請求額                      円 

                         (単位：円) 

内訳 

交付決定額（Ａ）  

交 付 済 額（Ｂ）  

今回交付請求額（Ｃ）  

差 引 残 額（Ａ－Ｂ－Ｃ）  

 

３ 振込先口座 

金融機関名 
銀行 
金庫 
農協 

支店名等 
本店 
支店 

出張所 

預金種別 １普通  ２当座 口座番号        

フリガナ 

口座名義 

                

 
 

 



様式第１８号（第１９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

       様 

 

                             三豊市長        印 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金交付決定取消通知書 

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定した三豊市地域コミュニティ活動支援事業補

助金について、下記のとおり交付決定を取り消したので、三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助

金交付要綱第１９条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金の確定額                       円 

 

２ 補助金の既交付済額                     円 

 

３ 返還額                           円 

 

４ 取消理由 

 

 



様式第１９号（第２３条関係） 

年  月  日  

 

（宛先）三豊市長           

 

                   所在地 

                   団体名 

                   代表者職氏名 

 

三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金財産処分承認申請書 

 

     年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定のあった三豊市地域コミュニティ活

動支援事業で取得した財産について、下記のとおり処分したいので、三豊市地域コミュニティ活動支

援事業補助金交付要綱第２３条第２項の規定により申請します。 

 

記 

  処分しようとする取得財産等 

財産の名称  

処分の方法  

処分の時期  

処分の理由  

備考 「処分の方法」の欄には、目的外使用、譲渡、交換、貸付等の別を記載してください。 

 

 



【制定起案】 

市の区域内で活動する市民活動団体が実施する市民生活の向上や地域の振興に貢献すると認められる

公益的活動に対し、予算の範囲内において三豊市地域コミュニティ活動支援事業補助金(以下「補助金」

という)を交付し、市の多彩な市民力や地域資源を生かした協働のまちづくりを推進することを目的と

し、地域コミュニティ活動を支援するための補助金制度を新たに制定するものです。 


